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序  章 

 

○ ポリ塩化ビフェニル（以下「ＰＣＢ」という。）は、電気絶縁性に優れている、

熱で分解しにくい、難燃性であるなどの化学的に安定した性質を有する物質である

ことから、電気機器の絶縁油、熱交換器の熱媒体など様々な用途で使われていた。 

○ しかし、昭和４３年、食用油中に、その製造過程で熱媒体として使用されていた

ＰＣＢが混入し、その食用油を摂取した人々に健康被害を発生させたカネミ油症事

件が起き、ＰＣＢの毒性が社会問題化した。 

また、世界各地の魚類や鳥類の体内からＰＣＢが検出されるなど、ＰＣＢによる

汚染が地球規模で問題となり、昭和４８年に制定された「化学物質の審査及び製造

等の規制に関する法律」（昭和４８年法律第１１７号）に基づき、昭和４９年から

ＰＣＢの製造、輸入等が禁止されている。 

○ その後３０年以上経過した時点においても、使用を終えたＰＣＢ使用電気機器や

廃ＰＣＢ油等の処理体制が整わず、長期保管による管理の不徹底や事業所の閉鎖に

伴う紛失による環境汚染の進行が懸念されていた。 

○ このような状況の中、平成１３年７月に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処

理の推進に関する特別措置法」（平成１３年法律第６５号。以下「ＰＣＢ特別措置

法」という。）及び「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別

措置法施行令」（平成１３年政令第２１５号。以下「ＰＣＢ特別措置法施行令」と

いう。）が施行され、ＰＣＢ保管事業者（ＰＣＢ特別措置法第２条第５項に規定す

る事業者をいう。以下同じ。）は、平成２８年７月までにＰＣＢ廃棄物（ＰＣＢ特

別措置法第２条第１項に規定するポリ塩化ビフェニル廃棄物をいう。以下同じ。）

を処分することとされた。 

○ 平成１４年４月、東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県（以下「一都三県」とい

う。）におけるＰＣＢ廃棄物を広域的に処分する施設の整備について国から東京都

（以下「都」という。）に要請があり、都が提示した安全性の確保等の受入条件の

遵守を前提に、地元自治体の理解を得て、中央防波堤内側埋立地内にＰＣＢ廃棄物

の処理施設の設置を受け入れた。 

○ これを受け、環境事業団は、平成１４年１１月に一都三県におけるＰＣＢ廃棄物

の処分を行う事業（以下「東京事業」という。）について、環境大臣の認可を得て、

都市計画決定、環境影響評価その他の法的手続を進めた。平成１６年４月には、環

境事業団から東京事業を承継した 100％政府出資の日本環境安全事業株式会社（平

成２６年１２月「中間貯蔵・環境安全事業株式会社」に社名を変更した。以下「Ｊ

ＥＳＣＯ」という。）が設立され、平成１７年１１月からＰＣＢ廃棄物の処理を開

始している。 

○ また、国は、平成１５年４月、ＰＣＢ特別措置法第６条第１項の規定に基づき「Ｐ

ＣＢ廃棄物処理基本計画」（以下「ＰＣＢ処理基本計画」という。）を策定し、ＰＣ

Ｂ廃棄物の拠点的広域処理施設を全国で５箇所整備する旨等を定めた。 
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○ 一方、平成１４年、ＰＣＢを使用していないはずの絶縁油であって、意図せず微

量のＰＣＢに汚染された絶縁油（ＰＣＢ濃度０．５ｍｇ／ｋｇ超）を使用した電気

機器及びＯＦケーブル（以下「微量ＰＣＢ汚染電気機器等」という。）が存在する

ことが判明した。その後の国等の調査では、微量ＰＣＢ汚染電気機器等のうち電気

機器が全国に１２０万台、ＯＦケーブルが約１，４００ｋｍあると推定されている。 

○ 平成２１年１１月、国は、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等（微量ＰＣＢ汚染電気機

器等であって、廃棄物になったものをいう。以下同じ。）を処理するため、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃棄物処理法」

という。）第１５条の４の４第１項の規定に基づく無害化処理を行う者の認定（以

下「無害化処理認定」という。）制度を開始し、東京都内（以下「都内」という。）

の事業者では、平成２３年６月、東京臨海リサイクルパワー株式会社（現在は、Ｊ

＆Ｔ環境株式会社東京事業本部東京臨海エコクリーン）が無害化処理認定を受けた

（令和４年１１月に無害化処理事業を終了）。令和４年１１月現在、全国で３１者

（施設）が無害化処理認定を、２者（施設）が廃棄物処理法第１４条の４及び第  

１５条の規定に基づく特別管理産業廃棄物処理業及び産業廃棄物処理施設に係る

都道府県知事等の許可（以下「都道府県知事等許可」という。）を受けている。 

〇 都は、平成２３年度より、中小企業者等を対象に微量ＰＣＢ廃電気機器等の収集

運搬及び処分に係る費用等の補助制度を創設し、処理の推進に努めている。 

○ 平成２４年８月、無害化処理認定の対象にＰＣＢ濃度が５，０００ｍｇ／ｋｇ以

下の汚染物等も追加されるとともに、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等を含めて処理の

対象となる廃棄物を低濃度ＰＣＢ廃棄物と総称することとなった。 

さらに、令和元年１２月、無害化処理認定の対象にＰＣＢ濃度が１００，０００

ｍｇ／ｋｇ以下の可燃性汚染物等が追加された。 

○ 平成２４年１２月、これまでＰＣＢ廃棄物の処分期限は「平成２８年７月」とさ

れていたが、同期限内の処分は困難であることが明らかになったため、国はＰＣＢ

特別措置法施行令を改正し処分期限を「平成３９年３月３１日」（令和元年６月に

「令和９年３月３１日」に改正）とした。 

○ 平成１７年１０月、都は、ＰＣＢ保管事業者等及び行政の役割分担を明確化し、

ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を推進するとともに、ＰＣＢ廃棄物の処理に対

する都民の理解を得るため、ＰＣＢ特別措置法第７条第１項の規定に基づき、「東

京都ＰＣＢ廃棄物処理計画」（以下「都ＰＣＢ処理計画」という。）を策定した。平

成２３年９月には、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等に関する項目の追加等のために改

定した。 

○ また、平成２６年６月に国が「ＰＣＢ処理基本計画」を改定し、計画期間等を変

更したことから、都は、「都ＰＣＢ処理計画」についてその内容を見直すとともに、

ＰＣＢ廃棄物の処分量の見込み等を時点修正するため、平成２７年３月に改定した。 

〇 その後、平成２８年のＰＣＢ特別措置法の改正により、保管事業者はＪＥＳＣＯ

の拠点的広域処理施設ごとに定められた計画的処理完了期限の１年前までに処分
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しなければならないことが規定されたところであり、期限内処理の完了に向けては、

都内における未処理のＰＣＢ廃棄物を網羅的に把握することが極めて重要である。

そのため、都は、平成２７年９月から令和３年３月までの間、都内の自家用電気工

作物設置者７２，６４０件に対する掘り起こし調査を実施し、その結果、総計   

１，３１５台の高圧トランス及び高圧コンデンサの保有を確認した。加えて、令和

元年１１月から令和４年１０月までの間、都内の建物登記情報から抽出した昭和 

５２年３月以前に建築された事業用建物の所有者１５２，１４３件に対する掘り起

こし調査を実施することで、総計１，１４６個の照明用安定器の保有を確認した。

こうして、掘り起こし調査を着実に実施したことにより、今後、都内で新たに発見

されるＰＣＢ廃棄物は僅少になるものと想定される。 

〇 国による中小企業者等に対するＰＣＢ廃棄物の処理に係る補助制度は、処分費の

みを対象としていたことから、都は、平成２９年度から令和３年度までの間、中小

企業者等に対する収集運搬費を対象とした補助制度を創設し、更なる処理の推進に

努めてきた。 

〇 今回、令和４年５月に国が再度「ＰＣＢ処理基本計画」を改定し、事業終了準備

期間の運用方法を明確化したことから、都は、「都ＰＣＢ処理計画」について、そ

の内容を見直すとともに、ＰＣＢ廃棄物の処分量の見込み等を時点修正するため、

改定する。 
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第１章 基本事項 

 

１ 目  的 

 

本計画は、ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を、総合的かつ計画的に推進する

ための方策を定めることにより、ＰＣＢ廃棄物による環境汚染を未然に防止し、も

って都民の健康の保護及び生活環境の保全を図ることを目的とする。 

 

 

２ 位置付け 

  本計画は、ＰＣＢ特別措置法第７条の規定に基づき、国の「ＰＣＢ処理基本計画」

及び都の「東京都資源循環・廃棄物処理計画」に則して定める法定計画である。 

 

 

３ 対象区域 

 

東京都全域 

 

 

４ 対象物 

 

ＰＣＢ廃棄物（注１） 
 
注１  ＰＣＢ特別措置法第２条第１項では、「ＰＣＢ廃棄物とは、ＰＣＢ原液、ＰＣＢを含む油又はＰＣＢが塗布

され、染み込み、付着し、若しくは封入された物が廃棄物（廃棄物処理法第２条第１項に規定する廃棄物を

いう。）となったもの（環境に影響を及ぼすおそれの少ないものとして政令で定めるものを除く。）をいう。」

と規定している。 
 
 

５ 処分先及び計画期間 

   

ＰＣＢ廃棄物の処分先及び計画期間は、ＰＣＢ廃棄物の種類に応じて、表１のと

おりとする。 
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表１ ＰＣＢ廃棄物の処分先及び計画期間 

 
処分先 計画期間 

高濃度ＰＣＢ廃棄物（注２） 
  

 高圧トランス、高圧コ

ンデンサ等 

ＪＥＳＣＯ 

東京ＰＣＢ廃棄物処理施設 

（注３） 

＜計画的処理完了期限(注４)＞ 

令和５年３月３１日 

＜事業終了準備期間（注５）＞ 

令和５年４月１日から 

令和８年３月３１日まで 

高圧コンデンサの一部 ＪＥＳＣＯ 

北九州ＰＣＢ廃棄物処理施設 

（注６） 

＜計画的処理完了期限(注４)＞

平成３１年３月３１日 

＜事業終了準備期間（注５）＞ 

平成３１年４月１日から 

令和４年３月３１日まで 

安定器等・汚染物 ＪＥＳＣＯ 

北海道ＰＣＢ廃棄物処理施設 

（注７） 

＜計画的処理完了期限(注４)＞ 

令和６年３月３１日 

＜事業終了準備期間（注５）＞ 

令和６年４月１日から 

令和８年３月３１日まで 

低濃度ＰＣＢ廃棄物（注８） 無害化処理認定施設等（注９） 令和９年３月３１日（注 10） 

 

注２ ＰＣＢ濃度が 5,000㎎／㎏超のＰＣＢ廃棄物をいう。 

注３ 東京ＰＣＢ廃棄物処理施設は、国の「ＰＣＢ処理基本計画」に基づきＪＥＳＣＯが一都三県を事業対象地

域とする拠点的広域処理施設として都内に整備したＰＣＢ廃棄物の処理施設である。 

注４ 国の「ＰＣＢ処理基本計画」で設けられている、保管事業者がＪＥＳＣＯに対し、処分委託を行う期限を

いう。 

注５  国の「ＰＣＢ処理基本計画」で設けられている、現時点で推計される発生量に含まれない廃棄物の処理、

処理が容易ではない機器の存在、事業終了のための期間等を勘案し、計画的処理期限の後に設けられる事業

終了準備期間をいう。各事業における処理対象物の処理完遂に向けて、今後の処理の見通しを踏まえ、事業

終了準備期間も活用して処理を実施することになる。 

注６ 北九州ＰＣＢ廃棄物処理施設は、国の「ＰＣＢ処理基本計画」に基づきＪＥＳＣＯが中国、四国、九州 17

県を事業対象地域とする拠点的広域処理施設として北九州市内に整備したＰＣＢ廃棄物の処理施設である。 

注７ 北海道ＰＣＢ廃棄物処理施設は、国の「ＰＣＢ処理基本計画」に基づきＪＥＳＣＯが北海道、東北、北関

東、甲信越、北陸 15県を事業対象地域とする拠点的広域処理施設として北海道室蘭市内に整備した PCB廃棄

物の処理施設である。 

注８ ＰＣＢ濃度が 0.5 ㎎／㎏を超えて数十㎎／㎏程度の絶縁油が含有された微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等及び

ＰＣＢ濃度が 5,000 ㎎／㎏以下のＰＣＢ廃棄物、また、可燃性のものはＰＣＢ濃度が 100,000mg／kg 以下の

ＰＣＢ廃棄物をいう。 

注９ 無害化処理認定を受けた者の施設（以下「無害化処理認定施設」という。）及び都道府県知事等許可を受け

た者の施設（以下「都道府県知事等許可施設」という。）をいう。 

注 10 低濃度ＰＣＢ廃棄物については、ＰＣＢ特別措置法施行令第 7条の規定により、令和 9年 3月 31日までに

処分しなければならない旨が規定されている。 
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６ その他 

 

本計画は、国の「ＰＣＢ処理基本計画」の改定、処理体制の状況等を勘案して、

適宜見直す。 
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第２章 ＰＣＢ廃棄物の保管量、ＰＣＢを含む電気機器の使用量及び

ＰＣＢ廃棄物の処分見込量 

 

 都内のＰＣＢ廃棄物の保管量、ＰＣＢを含む電気機器の使用量及びＰＣＢ廃棄物

の処分見込量（発生量）は、表２のとおりである。 

 

表２ ＰＣＢ廃棄物の保管量、ＰＣＢを含む電気機器の使用量及び 

ＰＣＢ廃棄物の処分見込量（発生量） 

       （令和４年 3月 31日時点） 

種  別 単位 

保管量 

（注 11） 

（Ａ） 

使用量 

（注 12） 

（Ｂ） 

処分見込量 

（発生量 

（注 13）） 

（Ａ＋Ｂ） 

高 圧 ト ラ ン ス 台 ――― ――― ――― 

リ ア ク ト ル 台 ――― ――― ――― 

高 圧 コ ン デ ン サ 台 183 4 187 

放 電 コ イ ル 個 ――― ――― ――― 

Ｐ Ｃ Ｂ 油（注 14） ㍑ 12,256 ――― 12,256 

照 明 用 安 定 器 個 190,000 1,988 191,988 

そ の 他 小 型 機 器(注 15) 個 66,000 5 66,005 

感 圧 複 写 紙 ㎏ 23,382 ――― 23,382 

Ｐ Ｃ Ｂ 汚 染 物 ㎏ 783,423 ――― 783,423 

ウ エ ス ㎏ 76,915 ――― 76,915 

柱 上 ト ラ ン ス 台 3,660 205 3,865 

柱上トランスの油（注 16） ㍑ 51,681 ――― 51,681 

微量ＰＣＢ混入トランス 台 1,283 3,507 4,790 

微量ＰＣＢ混入コンデンサ 台 3,118 388 3,506 

微量ＰＣＢ混入油（注 17） ㍑ 21,206 ――― 21,206 

＊保管し、又は使用している事業所数の合計は４，３００事業所 
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＊本表は、ＰＣＢ特別措置法に基づく令和３年度中の保管状況の届出を集計したも

のである。したがって、令和４年度現在の実際の保管状況とは相違があり、特に、

処分期限を過ぎた高圧コンデンサや、処分期限が迫っている照明用安定器・汚染物

等の保管量・使用量は、実態としては記載の数値より更に少ない。 

  
注 11  保管量は、ＰＣＢ特別措置法第８条の規定により届出された「ＰＣＢ廃棄物の保管及び処分状況等届出書」

（以下「保管状況等届出書」という。）から集計した。 

注 12 使用量は、保管状況等届出書及び東京都ＰＣＢ適正管理指導要綱（平成 13 年４月 20 日付 13 環廃産第 76

号）第８条の規定により報告された「使用中のＰＣＢ製品の使用状況報告」から集計した。 

注 13 発生量は、処分見込量と同様に保管量と使用量の合計値をいう。 

注 14  高濃度のＰＣＢを含む油をいう。 

注 15 ３kg未満のコンデンサなどをいう。 

注 16  柱上トランスから抜き取った微量のＰＣＢを含む絶縁油をいう。 

注 17 微量のＰＣＢが混入した油（柱上トランスの油を除く。）をいう。 
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第３章 ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理の体制の確保に関する事項 

 

１ ＰＣＢ廃棄物の処理の体制の現状 

 

都内においては、少量のＰＣＢ廃棄物を保管する事業者が多数存在し、ＰＣＢ廃

棄物の種類も多岐にわたる。都は、国が定める「ＰＣＢ処理基本計画」及び本計画

に基づき、ＰＣＢ保管事業者等に対して計画的な処分を指導し、ＰＣＢ廃棄物の確

実かつ適正な処理の推進に努めている。 

 

 

２ ＰＣＢ廃棄物の処理施設の整備に関する事項及び広域的な処理の体制に関する

事項 

 

(1) 高濃度ＰＣＢ廃棄物 

 

高濃度ＰＣＢ廃棄物は、国の「ＰＣＢ処理基本計画」に基づき、ＪＥＳＣＯ

の５事業所で相互補完することにより処理することとなったため、表３のとお

り東京ＰＣＢ廃棄物処理施設のほか、他の処理施設の能力も活用して処分する。 

 

表３ 高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分先 

事 業 者 ＪＥＳＣＯ 

事業所の名称 
東京ＰＣＢ廃棄物 

処理施設 

北九州ＰＣＢ廃棄物

処理施設 

北海道ＰＣＢ廃棄物

処理施設 

住    所 

東京都江東区海の森

二丁目２番６６号 

福岡県北九州市 

若松区響町一丁目 

６２番２４ 

北海道室蘭市仲町 

１４番地７ 

処 理 能 力 
２㌧／日 

（ＰＣＢ分解量） 

１.５㌧／日 

（ＰＣＢ分解量） 

１２．２ ㌧／日 

(安定器等・汚染物量） 

対 象 物 
高圧トランス・ 

コンデンサ等 

高圧コンデンサの 

一部 

安定器等・汚染物 

処 理 方 式 
水熱酸化分解法 

（注 18） 

脱塩素化分解法 

（注 19） 

プラズマ溶融分解法  

 （注 20） 

計画的処理完

了期限 

令和５年３月３１日 平成３１年３月３１

日 

令和６年３月３１日 

事業終了準備

期間 

令和５年４月１日か

ら令和８年３月３１

日まで 

平成３１年４月１日

から令和４年３月 

３１日まで 

令和６年４月１日か

ら令和８年３月３１

日まで 
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注 18 高温・高圧（370℃、26.5MPa）状態の熱水の中でＰＣＢに酸素、水酸化ナトリウムを加え、ＰＣＢを水、

二酸化炭素及び塩化ナトリウムに分解する処理方式 

注 19  ＰＣＢ中の塩素を水素に置換して無害化するために、アルカリ剤を添加し、ＰＣＢを約 200℃、0.1MPa で

反応させ、ビフェニルと二酸化炭素、塩化ナトリウム等に分解する処理方式 

注 20  15,000℃以上のプラズマを照射しドラム缶又はペール缶ごとに溶融しＰＣＢを分解する処理方式 

 

 

(2) 低濃度ＰＣＢ廃棄物 

 

低濃度ＰＣＢ廃棄物は、都内又は都外に整備された無害化処理認定施設又は都道

府県知事等許可施設において処分する。 

 

 

３ ＰＣＢ保管事業者等及び行政の役割 

 

(1) ＰＣＢ保管事業者 

 

ア ＰＣＢ廃棄物は、自らの責任において、漏えいし、飛散し、又は紛失する

ことのないよう確実かつ適正に保管する。 

 

イ ＰＣＢ廃棄物の保管及び処分の状況については、年１回、定められた期限

までに東京都知事（八王子市の区域にあっては八王子市長）に届け出る。 

 

ウ 高濃度ＰＣＢ廃棄物及び低濃度ＰＣＢ廃棄物は、表１に掲げる計画期間内

に処分する。 

 

エ ＰＣＢ廃棄物の運搬、搬出などのために電気機器の分解が必要な場合は、

環境省が作成した「低濃度ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライン」等に基づ

きＰＣＢが漏えいし、又は飛散しない方法で実施する。 

 

(2) ＰＣＢを含む電気機器を使用している事業者 

 

ア ＰＣＢを含む電気機器は、ＰＣＢの漏えい又は飛散をしないよう適正に管

理する。 

 

イ ＰＣＢを含む電気機器の使用状況については、年１回、定められた期限ま

でに東京都知事（八王子市の区域にあっては八王子市長）に報告する。 

 

ウ 令和７年までのＰＣＢ使用の全廃を規定する「残留性有機汚染物質に関す

るストックホルム条約」を踏まえ、ＰＣＢを含む電気機器の使用を中止する

とともに、表１に掲げる計画期間内に処分する。 
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ただし、使用中の低濃度ＰＣＢ混入高圧トランスについては、課電自然循

環洗浄法（注 21）等の無害化技術が国に認められ、事業者が無害化技術により

ＰＣＢを無害化した場合、当該トランスの使用を継続できる場合があり得る。 

 

エ 使用を中止したＰＣＢを含む電気機器の運搬や搬出などのために機器の解

体等が必要な場合は、環境省が作成した「低濃度ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガ

イドライン」等に基づきＰＣＢが漏えいし、又は飛散しない方法で実施する。 

 
注 21 トランスの絶縁油を入れ替え、一定期間課電することにより内部部材の洗浄を行う処理技術 

 

 

（3) ＰＣＢ廃棄物処理業者 

 

ア ＰＣＢ廃棄物の処分を行う者（以下「処分業者」という。） 

 

（ｱ） ＰＣＢ廃棄物の処理施設の排気、排水などが周辺環境に影響を及ぼす

ことのないよう施設を整備し、維持するとともに、適正な運転管理を行

う。 

   また、当該ＰＣＢ廃棄物の処理施設の周辺の大気の状況等を定期的に

測定し、周辺環境に影響のないことを確認する。 

 

（ｲ） ＰＣＢ廃棄物の処理施設の操業状況、周辺の大気の状況等の測定結果

を公表するなどの情報公開、施設の一般公開などによる広報活動を積極

的に行い、ＰＣＢ廃棄物の処理施設の安全性について、地域住民の理解

及び信頼を得られるよう努める。 

 

イ ＰＣＢ廃棄物の収集運搬を行う者（以下「収集運搬業者」という。） 

 

（ｱ） ＰＣＢ廃棄物の収集運搬中の漏えい又は飛散を防止するため、環境省

が作成した「ＰＣＢ廃棄物収集・運搬ガイドライン」及び「低濃度ＰＣ

Ｂ廃棄物収集・運搬ガイドライン」を遵守するとともに、ＰＣＢ廃棄物

の処分を他人に委託する場合であって、受託者の処理施設にＰＣＢ廃棄

物を運搬する場合は、当該受託者が定める受入基準を遵守する。 

 

（ｲ） ＰＣＢ廃棄物を安全かつ確実に収集運搬するため、収集運搬業者に対

して、収集運搬の方法、緊急時の対応など必要な事項を教育する。 

 

（ｳ） ＰＣＢ廃棄物を収集した後、ＰＣＢ廃棄物の処理施設までの運搬は、

可能な限り首都高速道路又は国道を利用する。 
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 (4) 都 

   ア  都は、自らもＰＣＢ保管事業者であることから、自らのＰＣＢ廃棄物を率

先して処理することで、ＰＣＢ廃棄物の円滑な処理に向けて、他のＰＣＢ保

管事業者に対し先導的役割を果たす。 

 

イ  中小企業者等が保有するＰＣＢ廃棄物の処理にかかる負担を軽減するた

めに設けられた「ＰＣＢ廃棄物処理基金」（注 22）の造成のために拠出する。 

 

ウ  中小企業者等が都内で保有する微量ＰＣＢ混入トランス等の分析・処理費

用について、別途定めるところによりその一部を助成し、低濃度ＰＣＢ廃棄

物の適正かつ早期の処理の推進を図る。 

 

エ  車両事故などによる運搬中のＰＣＢ廃棄物の漏えい又は飛散に、迅速かつ

的確に対処するため､収集運搬業者及び処分業者が、警察、消防及び行政担

当部と協議した上で、緊急連絡体制を整備するよう必要な支援を行う。（注 23） 
 

注 22 平成 13年度から、国と都道府県とで中小企業者等の高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理にかかる負担を軽減するた

めに助成を行っている。これにより、中小企業者等の高圧トランス等の処理費用負担の割合は、30%（破産

者等の個人の場合にあっては、５%）となる。なお、平成 30年度に拠出期間は満了となった。 

注 23 本項目は、八王子市においては八王子市の役割とする。 
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第４章 ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理の推進に関する事項 
 

１ ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を推進するための都及び八王子市が実施す

る監視、指導その他の措置について 

 

(1) 収集運搬業者及び処分業者に対し、ＰＣＢ廃棄物の収集運搬及び処分が周辺

環境に影響を与えることなく安全に実施されるよう、監視及び指導を行う。 

 

(2) ＰＣＢ保管事業者やＰＣＢを含む電気機器の使用事業者に対し、それらの機

器が紛失することのないよう、必要に応じ立入検査等を実施して保管状況や使

用状況を把握し、必要な指導を行う。 

 

(3)  トランス等の微量のＰＣＢが含まれる可能性がある電気機器の使用者に対し、

当該トランス等の絶縁油中のＰＣＢ濃度を分析させ、都内のＰＣＢを含むトラ

ンス等の数量把握に努める。 

 

(4)  国、ＪＥＳＣＯ、電気保安関係等の事業者等と協力し、都内のＰＣＢを含む

電気機器等の使用・保管状況を調査し、表１に掲げる計画期間内に処分できる

よう必要な指導を行う。 

 

 

２ 関係地方公共団体との連携について 

 

(1) 都内の区市町村が保管しているＰＣＢ廃棄物を確実かつ計画的に処理するた

め、各区市町村間の調整を行い、円滑な処理を推進する。 

 

(2) 一都三県のＰＣＢ廃棄物処理計画の内容や、一都三県並びに一都三県内の指

定都市及び中核市（以下「一都三県等」という。）のＰＣＢ廃棄物処理計画の内

容や収集運搬業の許可要件、緊急連絡体制の整備など、一都三県におけるＰＣ

Ｂ廃棄物の処理のために必要な事項については、「東京ＰＣＢ廃棄物処理事業に

係る首都圏広域協議会」（注 24）において調整し、一都三県等が連携してＰＣＢ廃

棄物の処理を推進する。 

また、ＪＥＳＣＯの処理施設が設置されている地域の重要な貢献を認識し、当

該処理施設が設置されている地方公共団体と連携・協力してＰＣＢ廃棄物の円滑

な処理を図る。 

 
注 24  一都三県におけるＰＣＢ廃棄物の処理について広域的に連絡及び調整を行うため、一都三県等により構成

される協議会 
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３ ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理を推進するために必要な都民、ＰＣＢ保管事

業者等の理解を深めるための方策について 

 

都民、ＰＣＢ保管事業者、収集運搬業者、処分業者等に対し、ホームページ等の

媒体を活用して、ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理の必要性その他の情報の提供

等を行い、ＰＣＢ廃棄物の処理について理解を深めるよう努める。 


